（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　避難所環境整備事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　危機管理部　防災課　地域支援係　電話番号：058-272-1111（内2739）
　                　　　　            E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　　10,000千円（前年度予算額　10,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・県内市町村における指定避難所は、計2,151所。（H30.1.1時点）
　　・平成28年熊本地震に派遣された女性職員からは、高齢者、障がい者、妊産婦、子供、女性などの要配慮者が利用する洋式トイレや更衣室、授乳室、おむつ替えスペースの確保が不十分であり、避難所環境整備が必要であるとの意見が出された。
　　・平成28年10月に実施した、指定避難所に関する基礎調査の結果による
　　　と、約８割の市町村が、指定避難所における要配慮者対策用資機材等の配備を検討している。しかし、そのうち半数以上の市町村が、予算を理由に配備ができずにいる状況であり、市町村における要配慮者対策用資機材等の配備について、予算の確保が大きな課題となっている。
　　・避難所環境改善のための要配慮者対策となる資機材等の備蓄は、来るべ
　　　き大規模災害に備えて行うべき必須事項であるため、市町村へ補助を行い、資機材等の配備の充実を目指す
（２）事業内容
　　・対象経費
　　　　災害時における要配慮者等の避難所生活の改善に資するため、市町村が行う要配慮者等対策に必要な資機材等を購入する経費
　　　（物資・機材の例）
　　　　・洋式トイレ　・組立式段ボールベッド　・エアーマット
・車いす　　　・簡易型避難用テント　　・パーテーション
・災害対応充電器（マルチチャージャ）
　　・補助基準額　1,000千円（補助限度額　500千円／市町村）

・補助額　　　対象経費×１／２
（３）県負担・補助率の考え方
　　　指定避難所の要配慮者対策用資機材等整備は、市町村の財政負担が理由で　　進まない側面があるため、県の負担は妥当である。
　　他県の状況は以下４（１）のとおりであり、補助率及び限度額は妥当である。
（４）類似事業の有無　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	10,000
	災害時における要配慮者の避難所生活の改善に資するため、市町村が行う要配慮者対策に必要な資機材等を購入する経費

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況
　　　他県の状況は以下のとおりであり、補助率及び限度額は妥当である。
　愛知県南海トラフ地震対策事業における災害時要配慮者避難生活支援事業

（補助率１／３以内、補助基準額2,000万円／市町村）
三重県地域減災力強化推進補助金における災害時要援護者対策用資機材整備（補助率１／２以内、補助基準額1,000万円／市町村）、同補助金における、避難所環境整備推進事業（補助率１／２以内、補助基準額1,000万円／市町村）

静岡県緊急地震・津波対策等交付金における市町用防災資機材整備事業費

（補助率１／３以内、補助基準額6,000万円／事業）

高知県避難所運営体制整備加速化事業費補助金における、避難所環境整備事業（補助率２／３以内、補助基準額300万円×避難所数／事業）
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	避難所環境整備事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村

	補助事業の概要
	（目的）避難所における要配慮者対策の充実化

（内容）市町村が行う要配慮者対策用資機材等整備費

に対し補助。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（１／２、上限500千円）

	補助効果
	指定避難所に関する基礎調査において、避難所への要配慮者対策用資機材整備を検討している市町村のうち半数近くが予算不足を挙げており、補助を行うことで避難所における要配慮者対策用資機材等の充実化が見込まれる。

	終期の設定
	終期32年度

（理由）県内全ての市町村における避難所に対し、今回追加したメニューを含め３年かけて整備する。終期到来時には、その時の整備状況や社会情勢等を踏まえ、その後の方針を検討のうえ、継続や廃止等の判断。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか
　全ての市町村に、要配慮者対策用資機材等が配備された避難所の環境整備を行うとともに、避難所における一層の要配慮者対策の充実を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	1 指定避難所における要配慮者対策（資機材の配備）「配備済み」
	10%
	60%
	100%


	
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	
補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

10,000千円
	(要求額)

10,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
本補助金の活用により、避難所の要配慮者対策として資機材整備の充実化を図っていくとともに、要配慮者対策を具体に明記した「岐阜県避難所運営ガイドライン（H29.3月改訂）」に沿った内容となるよう、市町村の避難所運営マニュアルの見直しを働きかける必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	熊本地震の検証結果において高齢者や障がい者のほか、妊産婦等、配慮が必要な避難者への対応を向上させる必要性が挙げられている。また、近年、地震や台風、局地的集中豪雨などの自然災害が頻発する中、当県においてもこれら災害の発生が懸念されており、避難所における要配慮者対策に特化した資機材の整備が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）




